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大学の数理及びデータサイエンスに係る教育強化

○膨大なデータが溢れる時代において、諸外国と比較すると企業では意思決定におけるデータとアナリティクスの活用に遅れをとっている状況。
○世界に先駆けた「超スマート社会」の実現（Society5.0）に向けて、我が国の産業活動を活性化させるために必要な数理・データサイ
エンスの基礎的素養を持ち、課題解決や価値創出につなげられる人材育成が必要不可欠。

現状

専門分野の枠を超えた全学的な数理・データサイエンス教育機能を有するセンターを整備し、
専門人材の専門性強化と他分野への応用展開の双方を実現し相乗効果を創出

✓ 文系理系を問わず、全学的な数理・データサイエンス教育を実施
✓ 医療、金融、法律等の様々な学問分野へ応用展開し、社会的
課題解決や新たな価値創出を実現

✓ 実践的な教育内容・方法の採用
・企業から提供された実データ等のケース教材の活用
・グループワークを取り入れたＰＢＬや実務家による講義等の実践的な教育
方法の採用

✓ 標準カリキュラム・教材の作成を実施し、全国の大学へ展開・普及

平成30年度予算額 ６億円（平成29年度予算額 ６億円）
（国立大学法人運営費交付金の内数）

センターにおいて以下の取組を実施

平成29年度整備拠点

✓ 6大学を拠点大学として整備（~平成３３年度）
✓拠点大学においてセンターを設置し、全学的な数理・データサイエンス
教育を実施
✓拠点間においてコンソーシアムを形成し、標準カリキュラム・教材の作成
の実施による全国の大学へ展開・普及

拠点大
学

北海道大学
（生命・社会科学分野）

東京大学
（人工知能分野）

大阪大学
（金融・保険分野）

滋賀大学
（社会問題分野）

京都大学
（イノベーション分野）

・
九州大学
（数学分野) 工

医
・保健

理

社会
科学

農

人文
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数理・データサイエンス教育の全国の大学への普及・展開について

平成２９年度より、拠点校（６大学）による文系理系問わない全学的な数理・データサイエンス教育及び拠点校で形成するコ
ンソーシアムによる標準カリキュラム・教材の作成を実施し、全国の大学への普及・展開。

数理・データサイエンス教育の全国の大学への普及を加速させるには、①全国の大学が数理・データサイエンス教育の必要性
を認識するとともに、②標準カリキュラムを活用する手法の普及をスピード感を持って着実に実施することが必要。

このため、

①標準カリキュラムに基づいた数理・データサイエンス教育が産業界を含めた社会から評価される仕組みの構築

②拠点校以外の大学を活用した、標準カリキュラム・教材を活用する大学の拡大を加速化する方策

についての検討が早急に必要ではないか。

全国の大学
【約５０万人】

拠点校・６大学コンソーシアム
【約１万５千人】

６大学コンソーシアムの取組 拠点校としての取組

平成２９年度
（準備期間）

・コンソーシアムの設立
・標準カリキュラムの開発に着手

・自大学の全学教育の体制整備

平成３０年度
（試行期間）

・標準カリキュラム（スキルセット）の開発 ・自大学の全学教育の試行

平成３１年度
（試行期間）

・標準カリキュラム（参照基準）の開発
・標準カリキュラムに基づいた教材の開発

・自大学の全学教育の本格実施
・自大学の全学教育に基づいたFDの実施

平成３２年度
（定着期間）

・標準カリキュラム・教材の改訂
・自大学の全学教育に基づいたFDの実施
・標準カリキュラムに基づいたFDの実施

平成３３年度以降
（定着期間）

・標準カリキュラム・教材の改訂
・自大学の全学教育に基づいたFDの実施
・標準カリキュラムに基づいたFDの実施

標準カリキュラム・教材の普及によって、全国の大学で
数理・データサイエンス教育の実施が実現すれば、数理
的思考力とデータ分析・活用能力を持った人材を毎年50
万人規模で社会に輩出することが可能。

取組計画

今後の対策
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【背 景】
膨大なデータが溢れる時代において、数理的思考やデータ分析・活用能力を持つ人が戦略的にデータを扱うことによる経営等への影

響は極めて大きい。我が国が国際競争力を強化し、世界に先駆けてSociety5.0を実現していくためには、データから新しい価値の創造
を見いだせる人材（データサイエンティスト）の育成が急務となっている。

【取組概要】
産官学による実践的な教育ネットワークを構築し、文系理系を問わず様々な分野へデータサイエンスの応用展開を図り、それぞれの分野

でデータから価値を創出し、ビジネス課題に答えを出す人材（データサイエンティスト）を育成する。

○我が国の企業幹部におけるデータの分析・活用の戦略的価
値への認識は、世界の主要国の水準と比べて非常に低い。

●企業幹部におけるデータとアナリティクスを用いた意思決定割合

（出典：総務省「ビッグデータの流通量の推計及びビッグデータの活用実
態に関する調査研究」（平成27年））

○数理的思考やデータ分析・活用能力を持つ人が戦略的に
データを扱うことによる経営等への効果は大きい。

●分析手法・分析人材の違いによる効果割合

（出典：ＧＥグローバル・イノベーション・バロメーター 2016年 世界の経営層の意識調査）

◆データサイエンティスト育成のための実践的教育の推進

・産業界や地方公共団体と強力な連携体
制を構築し、必要となるビッグデータ
の提供、実課題によるPBL（共同研究）
やインターンシップ等からなる教育プロ
グラムを開発・実践

・データサイエンスを学ぶ必要に駆られ
た社会人の学び直しの場を提供し、
産官ともに人材不足の中で、
Off-JTの産官共同実施の機会や
コミュニティ形成を醸成

※Off-JT：
Off-the-JobTraining
（職場外でのセミナー
や講義による研修）

【効 果】
産官学連携による、社会の実課題をデータに基づき解決に導

く共同研究プロジェクト等の「高度実践型PBL」を盛り込んだ
教育プログラムや教材の開発により、実社会で生きる高度なデ
ータサイエンススキルを有した人材を育成

超スマート社会の実現に向けたデータサイエンティスト育成事業
平成30年度予算額 ３億円【新規】

学◆ 求める分野・スキルレベル
◆ ビッグデータの提供
◆ 実務家教員の派遣

◆ Off-JTの共同実施
◆ 課題の共有

◆ インターンシップ
◆ 実践的な人材輩出

連携大学の強みを生かした
実践的な人材育成

官産

◆ インターンシップ
◆ 実践的な人材輩出
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数物フロンティア・リーディング大学院（東京大学）
東京大学は、数物フロンティア分野で、平成24年度の博士課程教育リーディングプログ
ラム（オンリーワン型）に採択されている。既存の分野にとらわれず、広い視野で数学力
を発揮できる博士人材の育成を目的とし、分野の枠を超えたコースワークや、インターン
シップ等の実践的な教育が行われている。

※文部科学省補助事業
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数学・数理科学専攻若手研究者のための異分野・異業種研究交流会２０１７
日時：2017年11月11日（土）10：00 - 20：00
場所：明治大学中野キャンパス
プログラム【第一部】
10 : 00 ～10 :10 開会挨拶

日本数学会理事長 小薗 英雄 ／ 文部科学省研究振興局基礎課長 岸本哲哉
10 : 10 ～10 : 15 来賓挨拶

日本経済団体連合会 教育・ CSR 本部長 本部長 長谷川 知子
10 : 15 ～10 : 50 基調講演 「自動車業界での数学への期待」

講師：大畠明 氏（元トヨタ自動車株式会社理事）
【第二部】
11 : 00 ～12 : 00 協力企業・研究所紹介(1)
13 : 00 ～14 : 00 協力企業・研究所紹介 (2)
14 : 15 ～16 : 00 若手研究者によるポスター発表
16 : 00～18 : 00 個別交流会 個別交流会 （若手研究者が企業ブースを訪問）
【第三部】
18 : 30 ～20 : 00 表彰式・情報交換会 表彰式（優れた発表を「ベストポター」として表彰）

協力企業・研究所：３６社（2016年は２７社）
製造業：アイシン・エィ・ダブリュ，旭硝子，コマツ，新日鐵住金，東芝、トヨタ自動車，ニコン，日本電気，日本ユニシス，日立製作所，富士通，富士通研究所、マツダ
金融・保険：アクサ生命保険，ジブラルタ生命保険，大同生命保険，日本生命保険，BNPパリバ証券，みずほ証券，三井住友銀行，三菱東京UFJ銀行，三菱UFJモルガン・スタンレー
証券
ＩＴ系：アルトナー，グローバルヘルスコンサルティング・ジャパン，構造計画研究所，とめ研究所，日本アイ・ビー・エム，日本電信電話, freee，ヤフー,  楽天技術研所，Shannon Lab ，
テクノスデータサイエンス・エンジニアリング
その他：海洋研究開発機構，産業技術総合研究所，中部電力

参加大学等：１７（2016年は１１）
北海道大学、東北大学、筑波大学、埼玉大学、東京大学、東京工業大学、首都大学東京、慶應義塾大学、明治大学、早稲田大学、金沢大学、名古屋大学、京都大学、大阪大学、九州
大学、統計数理研究所、理化学研究所
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数学専攻学生と企業の交流会
2014年以降毎年開催。昨年（第４回）は2017年11月11日に開催。

日本数学会が設けた産官学の有識者からなる社会連携協議会が中心となり、2014年以降毎年開催。
2017年11月に第４回の交流会を開催。産官学から約180名程度が参加。

• ポスター発表を行った数学専攻学生（主に博士課程学生）：53名
• 企業等36社からの参加者：76名
• その他（大学教員、大学生・大学院生、企業、高校教員等）

基調講演(大畠明 氏） ポスター発表

会場風景 表彰式



文部科学省委託事業

「数学アドバンストイノベーションプラットフォーム(AIMaP)」の活動

九州大学を中心に全国の大学等によ
るネットワークのもと、産業界・関連学会
も含んだ運営体制を構築。

幹事機関（委託先）
九州大学マス・フォア・インダスト
リ研究所
代表：福本所長、企画運営責任者：佐伯副所長
事業担当：教員2名
※業務担当職員1名、補助者1名雇用

協力機関（12拠点）
北海道大学電子科学研究所附属社会創造
数学研究センター

東北大学数理科学連携研究センター
筑波大学数理科学研究コア
理化学研究所数理創造プログラム(iTHEMS)
情報・システム研究機構統計数理研究所
明治大学先端数理科学インスティテュート
早稲田大学数理科学研究所
東京大学大学院数理科学研究科数理科学
連携基盤センター

名古屋大学大学院多元数理科学研究科
京都大学数理解析研究所
大阪大学数理・データ科学教育研究センター
広島大学大学院理学研究科

運営委員会
九州大学 2名
協力機関 12名
関連学会関係 2名
企業関係 6名

運営体制

諸科学・産業へのアプローチ

諸科学や産業向けに、数学を活用した研究
事例や数理的手法を紹介する会合を開催。

✓医学放射線学会秋期臨床大会
特別企画：「機能解析における数学的手法理解
のために：数理分野と放射線科医が織りなす

ハーモニー」（平成29年9月10日（金）、松山市）

✓ 生命科学系学会合同年次大会
ワークショップ：「先進的異分野連携で切り開く
シグナル伝達研究」
（平成29年12月6日(水)、神戸市）

自動車技術会年次大会
自動車業界から提示されたベンチマーク問題を
数学者を交え議論。
(平成30年5月23日(水)、横浜市)
産業界と数学の博士学生等との交流会
(平成29年11月11日、明治大学中野ｷｬﾝﾊﾟｽ)
• 学生53名、企業等36社から76名が参加。
• 学生のポスター発表、企業参加者の投票に
よる優秀発表者の表彰

共同研究に向けた議論の場

数学者と諸科学や産業界の研究者が、共同
研究に向けた議論をする会合を開催。
ワークショップ 13件
産業界から数学者へのレクチャー(企業側
の問題意識等を紹介) 3件
スタディグループ 5件(九大・東大・名大・阪大)
（企業等から具体的な問題を提示してもらい、
その解決策について数学者・学生が1週間程度
集中して議論する集会）

活動の現状(平成29年度(一部30年度)の実績)

その他

左：ポスター
発表

右：表彰式

※公募・審査を経て、平成29年6月28日に
九州大学と契約を締結し、活動を開始。

一般向け情報発信
「数学パワーが世界を変える
2018」
• 最適化理論のチュートリアル、

諸科学へのアプローチ

産業界へのアプローチ
• 大学内への企業の拠点設置による連携
（平成29年12月26日(火)、東京）

諸科学・産業連携ノウ
ハウの共有・水平展開
協力拠点間で、諸科学・産業と
の連携の先進的取組事例を相
互に紹介し、議論
• 長期スタディグループの実施

このほか、日本数学会年会の場を活用して、数学
者向け情報発信を実施。
• 人工知能/量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀと数学との関係や、数学
専攻学生の新たなｷｬﾘｱﾊﾟｽを紹介
〔平成30年3月18(日) 、21日(水)、東京〕

数学者と企業の協働の問題点を議論するシンポ
ジウムを開催

• 参加者約数160名（うち企業約70名）
（平成30年1月19(金)、20日(土)、東京）

参考
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日本の博士課程修了者（137名）

非アカデミックに進んだ者（2016）
18％(25名)
・民間企業 17名
・教員
（民間教育機関含む） ５名
・公的機関研究職 ３名

日本の状況 米国の状況

数学・数理科学専攻博士課程学生のキャリアパス

数学・数理科学専攻の博士課程修了者について、
• 日本ではアカデミックポジション志向が強い。非アカデミック（特に企業）に進む者は少ない。
• 米国では、数学専攻の博士課程修了者数が日本より一ケタ多い。
• また、年々、非アカデミックポジションに進む者が増え（2016年で全体の34％）、これが博士課程修了者

数を伸ばしている。

８

米国大学PhD修了者（1642名）

非アカデミックに進んだ者(2016)
34％(565名(※))
・産業 495名
・政府 70名

(※)565名のうち
U.S.Citizenは247名
専攻の内訳は以下の通り

数学 297名
応用数学 67名
統計 201名
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米国大学PhD(数理科学)修了者の進路動向

（米国数学会(AMS)調べ）
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日本の博士課程修了者の進路

（日本数学会調査より）
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参考




